
               工 事 請 負 契 約 書(案) 

 

 

  工 事 名  浜松医科大学附属図書館等改修その他電気設備工事 

 

  請負代金額  金           円也 

                 （うち消費税額及び地方消費税額        円） 

 消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第 

７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０を乗じて得 

た額である。 

 

 発注者 国立大学法人浜松医科大学 理事 田 中 宏 和 と受注者【法人等名、代表

者等氏名】との間において、上記の工事について上記の請負代金額で、次の条項によって請

負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

第１条 受注者は、別冊の図面及び仕様書に基づいて、工事を完成するものとする。 

第２条 工事は、浜松市東区半田山一丁目２０番１号 浜松医科大学構内において施工する

ものとする。 

第３条 着工時期は、令和 元 年  月  日【契約締結日の翌日】とする。 

第４条 完成期限は、令和 ２ 年 ３ 月１９日とする。 

第５条 契約保証金は、         円を納付する。ただし、有価証券等の提供

又は金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることが

できる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締

結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

第６条 受注者は、工事の目的物及び工事材料について、組立保険契約をするものとする。 

第７条 請負代金は、受注者からの適法な請求に基づき５回以内で支払うものとする。 

第８条 請負代金は、金         円以内の額を前払金として前払するものと

する。この支払いは、請求書及び保証事業会社の保証証書を受理した日から４０日以

内にするものとする。 

第９条 請負代金については、部分払できるものとする。この支払いは、請求書を受理

した日から４０日以内にするものとする。 

第10条 請負代金の請求書は、浜松医科大学施設課に送付するものとする。 

第11条 完成通知書は、浜松医科大学施設課に送付するものとする。 

第12条 別記の工事請負契約基準第３６を次のとおり読み替えるものとする。 

 第３６ 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費

（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、

仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充

当してはならない。ただし、平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までに、新たに

請負契約を締結する工事に係る前払金で、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日ま



でに払出しが行われるものについては、前払金の１００分の２５を超える額及び中間前払

金を除き、この工事の現場管理費及び一般管理費等のうちこの工事の施工に要する費用に

係る支払に充当することができる。 

第13条 別記の工事請負契約基準第４３を次のとおり読み替えるものとする。 

 第４３第２項及び第３項を削り、第４３の次に第４３の２として次のように加える。 

  （契約が解除された場合等の違約金） 

 第４３の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請負代金額の１

０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。 

 一 第４３の規定によりこの契約が解除された場合 

 二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由によって受注

  者の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみなす。 

 一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第 

  75号）の規定により選任された破産管財人 

 二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法

  律第154号）の規定により選任された管財人 

 三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法

  律第225号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合（第４３第６号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）にお

いて、第４の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われていると

きは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当することができ

る。 

第14条 別記の工事請負契約基準第４４第１項中「第４３第１項」を「第４３」に読み替 

 えるものとする。 

第15条 別記の工事請負契約基準第４６第３項及び第８項中「第４３」の下に「又は第４３

 の２第２項」を加えるものとする。 

第16条 別記の工事請負契約基準第３４第８項、第４０第２項、第４０第３項及び第４６第

３項中の遅延利息率は、「年２．７％」である。 

第17条 この契約についての必要な細目は、浜松医科大学が定めた工事請負契約基準による

ものとする。 

第18条 この契約について発注者受注者間に紛争が生じたときは、発注者受注者協議して解

決するものとする。 

２ この契約に関する訴えの管轄は、浜松医科大学所在地を管轄区域とする静岡地方裁判所

浜松支部とする。 

第19条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者受注

者間において協議して定めるものとする。 

 

 

 上記契約の成立を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保



有する。 

 

附 則 

１ 令和元年10月1日（以下「施行日」という。）の前日までに請求を受けた前金払に 

ついては、工事請負契約基準（以下「同基準」という。）第34中「請負代金額の」と

あるのは「請負代金額（当該請負代金額に110分の２を乗じて得た額を除く。）の」と

してこの規定を適用する。 

２ 施行日の前日までに請求を受けた部分払における部分払金の額の算定については、

同基準第37第１項及び第６項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額（施

行日の前日までに行う第37第５項の規定による部分払の請求にあっては、当該請負代

金相当額に110分の２を乗じて得た額を除く。）」と、第６項中「請負代金額」とあ

るのは「請負代金額（当該請負代金額に110分の２を乗じて得た額を除く。）」とし

てこれらの規定を適用する。 

３ 同基準第37第５項の規定により部分払金の支払があった後、施行日の前日までに再

度部分払の請求をする場合においては、第７項の規定にかかわらず、第１項及び第６

項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の対象となった

請負代金相当額を控除した額（施行日の前日までに行う第37第５項の規定による部分

払の請求にあっては、当該控除後の額に110分の２を乗じて得た額を除く。）」と、

第６項中「請負代金額」とあるのは「請負代金額（当該請負代金額に110分の２を乗

じて得た額を除く。）」と、第7項中「再度部分払」とあるのは「施行日の前日まで

に再度部分払」としてこれらの規定を適用する。 

４ 同基準第25第１項の規定による請求があった場合においては、第２項中「物価」と

あるのは「物価（社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため

の消費税法の一部を改正する等の法律（平成24年法律第68号）による改正後の消費税

法（昭和63年法律第108号）の適用による消費税の税率の改正による消費税の増加額

相当分及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方

税法及び地方交付税法の一部を改正する法律（平成24年法律第69号）による改正後の

地方税法（昭和25年法律第226号）の適用による地方消費税の税率の改正による地方

消費税の増加額相当分を除く。）」として同項を適用する。 

 

   令和元年  月  日 

 

        発 注 者   静岡県浜松市東区半田山一丁目２０番１号 

                国立大学法人浜松医科大学 

                理事     田 中 宏 和 

 

 

        受 注 者       

 


